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トルコ政府のロシア寄りの姿勢が顕著になっている。EU（欧州連合）加盟交渉の難

航、ギュレン師の身柄引き渡しおよびシリアにおけるクルド人民兵組織（YPG）への武

器供与をめぐる米国との対立など、これまで重視してきた欧米諸国との関係が改善しな

いなか、特にこの 1 年でロシアとの経済面、安全保障面での関係強化が目立った。 

もともとトルコとロシアは、それぞれシリアのアサド政権の退陣を求める側と支援す

る側とで立場を異にしている。2015 年 11 月に発生したトルコ軍によるロシア軍機撃墜

事件で両者の緊張関係はピークに達し、報復措置としてロシアがトルコに経済制裁 1を

課すなど、関係は約 9 か月にわたって冷え込んだ。しかし、2016 年 6 月末にエルドア

ン大統領がプーチン大統領に謝罪したことで関係は正常化し、経済制裁も段階的にほぼ

すべて解除された。 

足元の経済指標は、両国の経済関係が制裁前の状態に戻ったことを示している。例え

ば、対ロシア輸出額は 2016 年第 3 四半期までは下落傾向だったのに対し、制裁解除が

始まった第 4 四半期から急増し、2017 年第 4 四半期には制裁前の水準を上回った（図

表 1）。トルコを訪れるロシア人旅行者数は 2016 年を境に急回復し、2017 年にはそれま

で最多のドイツ人旅行者数を抜いて第 1 位、かつ過去最高を記録した（図表 2）。 
 

   
                                                   
1 両国間のチャーター便飛行禁止、ロシア企業によるトルコ人新規雇用の禁止、一部のトルコ産品の輸入

制限または禁止、ロシアにおけるトルコ法人の活動制限、トルコ旅行の制限など。 
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（資料）トルコ統計局

図表1 対ロシア輸出額の推移
（2015年Q4＝100）
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（資料）トルコ中央銀行

図表2 トルコへのロシア人旅行者数
（2015年＝100）
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2016 年 7 月のトルコでのクーデター未遂事件後以降は、トルコ政府のロシアへの傾

倒がさらに強まった。8 月から 10 月にかけて 3 ヵ月連続で両国の首脳会談が実現する

と、10 月 10 日に、まずロシア産天然ガスをトルコ経由で欧州に供給するパイプライン

「トルコストリーム」建設の政府間協定が締結された。2017 年 5 月よりロシア国営エ

ネルギー会社ガスプロムによる建設が始まり、2019 年末には完了する予定である。 

 安全保障面では 2017 年 7 月、米国の反対をおしきる形で、トルコがロシアとの間で

同国製の最新鋭地対空ミサイルシステム「S400」の購入に合意した（20 億ドル相当）。

ロシア政府はさらに、当該システムのトルコへの技術移転にも同意したという。NATO
（北大西洋条約機構）は、「S400」運用を通してロシアに NATO の機密情報が漏れるこ

とを懸念している。一方、トルコのジャニクリ国防相は、この契約がトルコによる米戦

闘機 F35 の購入に影響を与えることはないと述べた。「S400」は 2019 年 7 月にトルコに

配備される予定である。 

さらに、トルコ原子力庁（TAEK）が同国初となる原子力発電所の建設を全面的に許

可したことを受けて、2018 年 4 月 3 日、ロシア国営の原子力総合企業ロスアトム社に

よる原発 1 号機の着工が本格的に開始した。全 4 基の総工費 200 億ドルはロシア側がす

べて負担する。石油や天然ガスなどのエネルギー源を海外からの輸入に頼るトルコに

とって、高い成長率（2017 年の実質 GDP 成長率は 7.4％、2018 年の目標は 5.5％）を持

続するための安定したエネルギー供給は必須で、4 基すべての稼働によって国内の総発

電量の 10％相当をまかなえると期待する。2 

このようなトルコ政府によるロシア寄りの姿勢は、米欧からの警戒感およびトルコの

NATO における孤立の度合いを高め、ひいては EU 加盟への道のりをさらに難しくしか

ねない。一方で、米欧への強い反発は 2019 年の大統領選を前に、ナショナリズムをあ

おるための現政権によるパフォーマンスとも考えられる。ロシアと米欧との外交バラン

スをどのように保つのか、エルドアン大統領の手腕を引き続き注視する必要があろう。 

以上 

                                                   
2 4 月 4 日、原子力産業新聞、「トルコのアックユでロシア製の初号機が本格着工」 
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